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キーワード：原発広域避難者・避難者アンケート・自治体・福島隣県・ガバナンス
髙 橋 若 菜＊宇都宮大学
1. はじめに
東日本大震災から 3 年以上の月日が流れた。
復興庁の調査によれば、震災による避難者数
は、2014 年 5 月時点で約 25 万人となっている。
このうち約 2 割に相当する約 5.3 万人が、県外
への広域避難である。県外避難の 8 割以上の 4.5
万人は福島県出身であり、避難先は全国に及ん
でいる。過去にない規模で広域避難者が誕生
し、しかも避難先が全国に広がり長期化してい
ることは、広域避難の大半が福島原発事故によ
る放射線リスクを回避するためのいわゆる原発
避難という性格を帯びている事を示している。
過去の災害研究において、広域避難者は全体
像の把握が困難で、調査研究も数が限られてき
たことが先行研究で指摘されている。阪神・
淡路大震災では、県外被災者は苦しい生活を余
儀なくされ、県内外で被災者が同等の支援を受
けられていなかったことがすでに論じられてい
る。東日本大震災後においても、支援や調査か
らこぼれおちる県外被災者問題が、既に現実の
ものとなっていることを、複数の先行研究は示
している。原発避難を続ける県外広域避難者
たちは、どのようにして生活しているのだろ
うか。この 3 年間にどのような状況におかれて
きたのか、どのような困難を抱えているか。
今後の生活拠点をどのように考えているのか、
その理由は何か、またその考えが時間の変遷と
ともにどのように変化してきたのか。
本報告では、福島隣県である山形県・新潟県・
栃木県・茨城県・群馬県の 5 県において、自治
体等が管理する避難者名簿を活用して実施され
た広域避難者アンケートの分析を通じ、原発広
域避難者がおかれた実情を量的に把握する。加
えて、実態調査の結果をふまえ、原発避難者の
生活再建に向けたガバナンス上の課題について
考察する。
2．広域避難者アンケート調査の種類と概要
福島隣県 5 県のうち、避難者受入れ数が多い
山形県と新潟県は、ほぼ毎年、県が主体となっ
て避難者アンケート調査を行っている。他方、
東日本大震災で少なからず被災した北関東 3 県
（栃木県、茨城県、群馬県）では、自治体が
独自にアンケートを行っていないか、少なくと
も公表はされていないものの、各自治体は 1、
県内国立大学機関が主体的に作成実施した避難
者アンケートの避難者への送付を協力してお
り、ここでも自治体が有する避難者名簿が活用
されている。本稿は、こうした自治体が有する
避難者名簿を活用して行われたアンケートのう
ち、福島隣県 5 県のアンケートを調査の対象と
した。表 1 に、これらのアンケート調査の概要
をまとめたものである。なお最右列の福島県に
よるアンケート調査は、福島県が、県内だけで
はなく県外の全 46 都道府県への避難者も対象
として行ったものである。なかには県外避難者
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だけをとりあげて集計している項目も多数あっ
たため、その調査結果を本稿ではとりあげてい
る。
なおアンケート回答率は表 1 に示したとお
りであるが、このうち新潟県調査は 2011 年
は 59％と比較的高く、2013、2014 年は 83％、
75％とさらに高い。高い回答率の背景につい
て、新潟県の関係者に問い合わせたところ、民
間借上げ仮設住宅の更新書類と同封で返信を求
めたためではないかと述べていた。
3．原発広域避難者の実情アンケートの結果の
概要
それでは、アンケート調査結果をみていこ
う。本稿では紙面の制約により、概略をごく
簡潔にまとめている。各図表を含む詳細な解
説については、山形県は山形県広域支援対策
本部避難者支援班（2011, 2013）、新潟県は髙橋
（2014a）、栃木県は阪本他（2014）および FSP
（2012）、茨城県は原口（2013）、群馬県は群馬
大学社会情報学部（2013）を、参照されたい。
（1） 避難者の生活状況
表 2 は、アンケート結果のうち、避難者の生
活状況について①出身地域、②居住の形態、③
家族構成、④避難元との往来、⑤経済状況、⑥
原子力損害賠償、⑦健康状況、⑧子育て状況、
⑨情報入手・交流、⑩住民票の異動、について
とりまとめたものである。多種多様な原発広域
避難者が存在すること、避難世帯の多くが困難
に満ちた生活状況にあることが、読み取れる。
（2）今後の生活拠点の意向とその理由
次に、原発広域避難者が、今後の生活拠点を
どのように考えているかをみていこう。福島
県へ戻りたいという要望は、全国調査では 2 割
前後に留まったが、新潟県ではその倍の 4 割で
あった。近隣県への避難の方が、戻りたいとい
表１．福島隣県5県における自治体関連の広域避難者アンケートの種類
表 1．福島隣県 5 県における自治体関連の広域避難者アンケートの種類 
 山形県 新潟県 栃木県 茨城県 群馬県 全国（福島
県） 
調査
期間 
①2011/10 ①2011/6- 
②2011/12 
 
②2012 ①2012/8 2012/8 2012/7-9  
③2013/9-10 ③2012/12-13/2 ②2013/8  
 ④2013/12-14/2 2014/1-2
公表
時期 
①2011/11 ①2011/7 
②2012/3 
 
②2012 ①2012/12 2012/12 2012/12  
③2013/10 ③2013/4 ②2013/12  
 ④2014/3 2014/4 
実施
機関 
山形県広域
支援対策本
部避難者支
援班 
新潟県広域支
援対策課 
宇都宮大学
国際学部附
属多文化公
共圏センター
茨城大学地
域総合研究
所 
群馬大学社
会情報学部 
福島県避難
者支援課 
対象
者数 
①4,651 世帯 
②3,855 世帯 
③2,420 世帯 
①2,738 世帯 
②2,493 世帯 
③1,925 世帯 
④1,793 世帯 
①1,070 世帯
②1,017 世帯
1,710 世帯 680 世帯 62,812 世帯
（県内外避難
者を含む） 
回収 
数 
①1,649 世帯 
②1,275 世帯 
③850 世帯 
①1,614 世帯 
②1,475 世帯 
③1,604 世帯 
④1,353 世帯 
①225 世帯
②107 世帯 
587 世帯 185 世帯 20,680 世帯
（県外避難者
は 7,145 世
帯） 
回収
率 
①35.5% 
②33%③35% 
①59% ②59% 
③83% ④76% 
①21%
②10.5%
35.1% 27% 35.3% 
注：山形県のアンケート調査は、インターネット公開されている 2011 年、2013 年のものを参照としている。 
出所：山形県広域支援対策本部避難者支援班(2011, 2013)、新潟県県民生活・環境部広域支援対策課(2012, 2013, 2014); 新
潟県防災局広域支援対策課(2011)、FSP(福島乳幼児・妊産婦支援プロジェクト(2012a, 2012b, 2013)、原口(2013)、群馬大
学社会情報学部(2013)、福島県避難者支援課(2014)を参照して作成。 
3．原発広域避難者の実情アンケートの結果の概要 
それでは、アンケート調査結果をみていこう。本稿では紙面の制約により、概略をごく簡潔に
まとめている。各図表を含む詳細な解説については、山形県は山形県広域支援対策本部避難者支
援班(2011, 2013)、新潟県は髙橋(2014a)、栃木県は阪本他(2014)および FSP（2012）、茨城県は原口
(2013)、群馬県は群馬大学社会情報学部( 2013)を、参照されたい。 
(1) 避難者の生活状況 
 表 2 は、アンケート結果のうち、避難者の生活状況について①出身地域、②居住の形態、③家
族構成、④避難元との往来、⑤経済状況、⑥原子力損害賠償、⑦健康状況、⑧子育て状況、⑨情
報入手・交流、⑩住民票の異動、についてとりまとめたものである。多種多様な原発広域避難者
が存在すること、避難世帯の多くが困難に満ちた生活状況にあることが、読み取れる。 
表 2． アンケート調査結果の概要 
① 出身地域：警戒区域等内外が混在 
 各県とも警戒区域等内外から避難がある。その割合は県
によって差があり、山形県では 2011 年に「原発 30km 県内
又は計画的避難区域」と回答したのは 27％、2013 年では
「避難指示等があった」のは 24%であった。新潟県では、当
初は 72％が警戒区域等内であったが、2014 年には過半数
の避難者が警戒区域等外と逆転した。他方、北関東では警
戒区域等内の比率がやや高く、茨城県では 87％、群馬県
では 65％、栃木県では 65％となっている。 
② 居住の形態：民間借上げ仮設住宅が多数 
  民間借上げ仮設住宅、雇用促進住宅、公営住宅な
どの応急仮設住宅への入居率がいずれの県において
も、7 割以上を超えている。とりわけ割合が多いのが民
間借上げ仮設住宅であり、山形県は 76(2012 年)−78％
(2013 年)、新潟県は 70％(2012 年)-81％(2014 年)、栃
木県は 83％、茨城県は 52％などとなっている。全国調
査でも県外避難者の 5 割が民間借上げ仮設住宅等に
居住している。 
③ 家族構成：顕著な家族離散と母子避難 
 山形県(2012)では家族の一部が避難した世帯は 61.9%、う
ち母子避難は 39.5%である。新潟県(2013)でも半数以上が
離れて生活している家族がおり、とりわけ区域外避難者にそ
の割合が高く、その大半は、母子避難である。群馬県、茨城
県、全国調査でも同様の傾向が見られる。 
④ 避難元との往来 ：頻繁な往来 
  月 1−2 回以上の往来が茨城県、栃木県、群馬県で
3−4 割を締める。一方母子避難率が高く、高速バス料
金支援等を県独自で行った新潟県や、山形県では 9)月
2 回以上の往来が6 割以上あり、移動に伴う交通費負担
が多いと推測される。 
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う思いが強いことが窺える。但し戻る時期につ
いては、未定が多くを占めた。他方、新潟県で
は年をおうごとに、このまま新潟定住と回答す
る世帯が漸増している。一方、全く未定とする
回答は、全国調査は 36％、新潟県は 36％（2014
年） 、山形県は 25％、栃木県は 55％と高く、
将来についての決定が依然として難しいことが
窺える。
では、どのような状況になれば福島県に戻
りたいのか。「放射線の影響や不安が少なくな
る」が全国調査の 59%、新潟県調査でも 76％
と、トップを占めている。全国調査では「事故
の今後についての不安がなくなる」（44％）「地
域の除染が終了する」（38％）が続く。放射線
量についての強い懸念が背景にあることが、改
めて浮き彫りにされている。一方新潟調査によ
れば、生活の安定（慣れ、周囲の人間関係）
を理由に新潟定住を選択する世帯も急増してい
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る。他方、未定と回答した世帯では、先行き不
透明、家庭内で結論が出ていない、経済的理由
等を理由に挙げている。
（3）困りごとと要望
現在の生活で不安なこと、困っていること
は、全国調査では「住まいのこと」（61％）がトッ
プであり、「身体の健康のこと」（60%）「生活資
金のこと」（66%）、「心の健康のこと」（48%） 、「放
射線影響のこと」（43%）、「仕事のこと」（32%）
と続いている。新潟県調査（自由記述）でも、
同様の項目が高いが、特に区域外避難者の生活
費負担の悩みは区域内の 3 倍以上と突出してお
り、自主避難者が経済的困窮に直面しているこ
とが改めて確認される。加えて、先行き不安、
避難先での暮らしや環境の変化、家族離ればな
れの生活による孤独感、賠償関係の悩み、余裕
がない、子育て上の悩みも増え、避難生活が厳
しさを増し避難者が疲弊していると読み取れ
る。
要望については、高速道路無料化等の交通
費助成が茨城、栃木で 88%、群馬で 83%、借
上げ住宅の延長が栃木 79%、茨城 79％、自主
避難者への支援が栃木 61%、茨城 59%、群馬
57% と高く、上記の困りごとと一致していた。
新潟県調査では、交通費補助、借上げ住宅の要
望が、区域外避難者に顕著に多い。この他、高
齢者や要介護者の支援、避難先での医療や福祉
の提供、内部被曝検査や甲状腺検査等の実施が
北関東３県で 50 － 60％あり、借上げ住宅の借
換えを求める声も高い。新潟県調査では、長期
展望の提示、支援、復興策の促進も望まれてお
り、就職支援や斡旋、子ども一時預かりのサポー
トの要望も増している。生活費負担増により、
就労を求める母親たちが増えてきていると推測
される。
4. おわりに〜実態調査からみえるガバナンス
上の課題を考える
以上の調査から、多くの避難者が、生活基盤
を失い、平穏な日常生活を失ったことがわか
る。不確かな生活基盤のまま、家族がはなれば
なれになり、あるいは母子避難をし、経済的困
窮に直面し、心の平穏を奪われ、心身とも不調
にある避難者が、広範に存在している。その多
くの人々が、放射線の影響を深く憂慮し、将来
生活の青写真が描けない。事故後三年経ち報道
は減ったにもかかわらず、原発避難を続ける広
域避難者たちは、今なお人間の安全保障を損ね
るような危機的状況にあることを、アンケート
調査結果は示している。
ここで確認しておきたいのは、戦後日本にお
いて、これほど多くの長期にわたる広域避難
を生むような災害はなかったということであ
る。かつてない原発避難に対応する法制度を欠
いた中、広域避難者に命綱のような支援を面的
に展開したのは、政府機関や受け入れ自治体等
の各主体の「創発的」対応であった。
例えば、今日に至るまで避難者の最大の悩み
事とされる「住まい」については、極めて早期
の厚生労働省の判断で、災害救助法の弾力運用
が決まり、民間借上げ仮設住宅が提供されるこ
とになった。同法の運用方法、すなわち避難者
受入の受付期間や警戒区域等外からの避難者を
受入れ可否については、都道府県の判断に委ね
られたが、避難者状況をよりよく把握していた
山形県や新潟県は、比較的早い時期から自主避
難を含む世帯へ、比較的長期にわたり、門戸を
開きつづけた。民間借上げ仮設住宅は、今日に
至るまで、とりわけ経済的苦境にある自主避難
者にとっては命綱のような存在である。しかし
ながら、民間借上げ仮設住宅は、当初 2 年間を
入居期間と定められており、その後は単年度で
延長更新が続けられてきた。この不安定な住ま
いのありようが、長期化する原発避難の実態に
141
多文化公共圏センター年報　第７号
は全く合致しておらず、避難者に苦悩を与え受
入自治体にも困惑をももたらしている。延長更
新の長期化や転居の容認等の制度改正等が喫緊
の課題といえよう。
この一例が示すように、未曾有の災害と原発
避難という現象を前に、今後ますますの、避難
者の生活再建のための創発的施策が必要であ
る。そのためのガバナンス上の課題を洗い出す
ことを、今後の研究課題としたい。
共同研究者：阪本公美子（宇都宮大学）、原
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